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平成２９年度 包括外部監査の結果に基づく取組状況 

（令和２年３月３１日現在） 

大津市一般会計及び特別会計の委託料（指定管理業者が実施する業務を含む。）に関す

る財務事務の執行について 

１．指定管理業務 

（１）市民部 

①スカイプラザ浜大津 

監査結果又は意見の概要 講じた措置の内容 担当課 

（キ）指定管理業務外の物品管理につ

いて 

【意見】報告書 58 頁 

 市からの貸与物品と市が施設に保管

している物品とが指定管理施設内に混

在しており、保管物品に係る責任の所

在が不明確となっている。 

指定管理の仕様書などにおいて保管

物品の管理を含めるか、または指定管

理の対象外であることを明記するか、

保管物品の責任関係を明確化する必要

がある。 

令和２年度以降の仕様書に保管

物品の管理責任を明記しました。 

文化・青少年

課 
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（２）福祉子ども部 

①大津市ふれあいプラザ 

監査結果又は意見の概要 講じた措置の内容 担当課 

（イ）施設利用者の駐車料金無料化に

ついて 

(ⅱ)施設利用者の確認について 

【意見】報告書 79 頁 

 駐車券を割引認証機（エンコーダ）

に通すのは会議室利用後であるが、実

際の会議室利用者か否かの判断は、施

設利用者に対して利用していた会議室

を聞くのみで行っている。 

虚偽申告による配布防止を防ぐため

にも、本来は実際の施設利用者である

ことを参加者名簿等との照合などによ

り確認した上で駐車券を割引認証機

（エンコーダ）に通すべきである。 

駐車料金の無料化処理は当該施

設の利用者のみになされるべきも

のであることから、施設利用者を

特定するため、関係者の確認やイ

ベント利用者に駐車場利用引換券

を交付するなど、不正利用の防止

策について引き続き検討します。 

福祉政策課 

（イ）施設利用者の駐車料金無料化に

ついて 

（ⅲ）駐車場利用券交付の規則への準

拠性について 

【結果】報告書 79 頁 

 会議室の利用者が追加で 60 分駐車

場を無料で利用できることは、「大津

市自動車駐車場の管理運営に関する規

則」に規定されている。 

駐車券を割引認証機（エンコーダ）

に通すことにより無料となった分の費

用について、大津市ふれあいプラザの

指定管理者は、駐車場の指定管理者か

ら請求を受けており、大津市ふれあい

プラザの指定管理者の費用負担となっ

ている。 

駐車料金の免除は、あくまで駐車場

の指定管理者が主体となって行うもの

であり、大津市ふれあいプラザの指定

管理者が行うものではない。また、駐

車場の指定管理者が請求した駐車料金

を大津市ふれあいプラザの指定管理者

が負担しており、免除手続とはいえな

い。なお、明日都浜大津公共駐車場を

利用する他の施設においても、同様の

運用がなされている可能性がある。 

市は、規則に則って駐車料金の免除

手続を行う必要があり、上記他の施設

についてもその運用状況を把握し、適

切に対応することが必要である。 

 

 明日都浜大津公共駐車場を利用

する各施設においては、利用者の

駐車券を割引認証機（エンコー

ダ）に認証させ、又は事前に購入

した回数券を利用者に交付するこ

とによって駐車料金の無料化手続

を行っています。 

 こうした利用者に対する無料化

分の駐車料金は、各施設が歳出予

算から支出して駐車場事業特別会

計の歳入予算に収納していました

が、規則に準拠する手続になるよ

うに、直接、駐車場事業特別会計

の歳入予算として収納するように

変更しました。 

福祉政策課 
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監査結果又は意見の概要 講じた措置の内容 担当課 

（ウ）市及び市の関係団体の施設利用

について 

(ⅰ)予約可能時期について 

【意見】報告書 80 頁 

 「大津市ふれあいプラザの管理運営

に関する規則」において、貸室の予約

は利用日の属する月の２か月前の初日

からである旨が定められているが、市

及び市の関係団体は約１年前から貸室

の予約を行っている。しかし、仕様書

や基本協定書においても市及び市の関

係団体が一般利用者に先んじて予約で

きる旨は規定されていない。 

市及び市の関係団体が一般利用者に

先んじて予約する必要が認められるの

であれば、規程や仕様書に市及び市の

関係団体が一般利用者に先んじて予約

することができる旨を記載することが

求められる。 

 貸室の予約可能時期について

は、市及び市の関係団体を含め全

ての利用者を対象に使用しようと

する日の属する月の６か月前の月

の初日から行うことができるよう

令和元年９月 30 日に規則を改正

しました。 

福祉政策課 

（ウ）市及び市の関係団体の施設利用

について 

(ⅱ)予約の必要性について 

【意見】報告書 81 頁 

 市及び市の関係団体は利用料金が減

免されていることから、利用時間を長

めに予約する傾向が見受けられるが、

その結果、一般利用者が予約できるタ

イミングには既に市や市の関係団体の

予約が入っており、一般利用者の利用

機会を損なわせている可能性がある。 

市及び市の関係団体がふれあいプラ

ザを予約するにあたっては、その予約

により、利用料金の支払いがある一般

利用者の予約ができなくなることを考

慮して、実際に必要な日時だけ予約す

るように留意する必要がある。 

 市及び市の関係団体の施設利用

については、平成 27 年度に一部

運用の見直しを行いました。しか

しながら、利用時間を長めに予約

する事例も見受けられることか

ら、予約時間の適正化が図られる

よう取り組んでいきます。 

福祉政策課 
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（４）産業観光部 

⑤大津市温泉保養交流施設比良とぴあ 

監査結果又は意見の概要 講じた措置の内容 担当課 

（イ）遊休備品について 

【意見】報告書 105 頁 

 「備品台帳一覧表」に記載されてい

る備品について、10 点抽出し、現物を

確認した結果、３件の備品は使用され

ていなかった。 

比良とぴあで使用しておらず、か

つ、今後も使用する予定がない備品に

ついては市と協議の上、市の他の施設

での活用や処分を検討すべきである。 

 当該備品については、比良とぴ

あから引き上げ、引き続き処分に

向けて手続を進めているところで

す。 

観光振興課 

⑥大津市おごと温泉観光公園 

監査結果又は意見の概要 講じた措置の内容 担当課 

（キ）来訪者の増加に繋がる改善につ

いて 

【意見】報告書 113 頁 

 観光公園への進入経路が分かり難い

点は、来訪者数増加の妨げになってい

ると考える。 

観光公園の来訪者増加には進入路の

改善が必要不可欠であり、道の駅のよ

うに、車利用者が認識しやすく、進入

しやすいという点に着目した改善方法

を検討されることを期待する。 

進入路のハード面での改善には

多額の費用を要すること、また、

付近に既設の交差点があり、進入

路を新設した場合、交差点が連続

することになるため安全面に懸念

が生じることから、対応すること

は困難です。 

観光振興課 

⑦堅田漁港 

監査結果又は意見の概要 講じた措置の内容 担当課 

（ウ）固定資産の把握について 

【意見】報告書 116 頁 

 漁港台帳と称されるもので漁港内の

固定資産を管理している。 

しかし、実際に存在し、市の所有物で

ある植木、自動ゲート、水銀灯、標識

灯及び看板は漁港台帳には記載されて

いない。原因は、漁港台帳が平成９年

８月 29 日以降更新されていないこと

にある。 

固定資産の管理や修理を行う上で

も、固定資産の把握は需要であり、漁

港台帳を更新し最新版を作成する等、

漁港内の固定資産を網羅的かつ正確に

把握するための方法を市と組合で協議

すべきである。 

固定資産の適正な管理に資する

よう本市において管理施設台帳及

び施設配置図を作成し、平成 30

年度末に指定管理者に通知しまし

た。あわせて、漁港施設のインフ

ラ点検の実施結果を漁港台帳に反

映しました。 

農林水産課 
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（５）未来まちづくり部 

③柳が崎湖畔公園 

監査結果又は意見の概要 講じた措置の内容 担当課 

（ウ）絵画の管理について 

【結果】報告書 134 頁 

 びわ湖大津館の現地視察を行ったと

ころ、市からの貸与物品一覧や備品管

理台帳に記載されていない絵画（34

点、後日調査で個人と前指定管理者が

寄託契約を締結していることが判明）

が館内に展示されていた。指定管理業

務に含まれているものではなく、責任

の所在が不明確であり、適切に管理さ

れていない状況であった。 

関係者との協議を行い、寄託契約の解

除を図るなど、問題点について速やか

に解消を図るべきである。 

絵画の取扱いについては、所有

者と協議中であり、著作権等の取

扱いを踏まえた上で本市の管理方

法を定め、これに応じた対応とす

る予定です。 

公園緑地課 

⑦大津市自転車駐車場（18 か所） 

監査結果又は意見の概要 講じた措置の内容 担当課 

（ア）消火器の設置状況について 

【結果】報告書 141 頁 

 石山駅前自転車駐車場、石山駅前第

二自転車駐車場に現地往査を行い、消

火器の設置状況について確認したとこ

ろ、10 年以上前に製造され、既に有効

期限が切れている消火器が散見され

た。 

また、その他の駐車場における消火

器の設置状況について書類等により確

認したところ、消火器が 10 本ある自

転車駐車場がある一方で、１本も設置

されていない自転車駐車場もあった。 

各自転車駐車場の規模や収容台数等に

応じたあるべき防災体制を検討し、指

定管理者と市との協議の上、消火器の

設置状況について早急に見直すべきで

ある。 

各自転車駐車場に設置している

消火器の有効期限を再点検し、令

和元年度は 15 本の消火器を交換

しました。令和２年度は指定管理

者にお願いし、36 本の消火器を交

換しました。令和 3 年度も優先順

位を定めた上で、順次、消火器の

設置、交換を行う予定です。 

地域交通政策

課 

（イ）現金管理について 

【意見】報告書 142 頁 

 唐崎駅前自転車駐車場、比叡山坂本

駅前自転車駐車場、比叡山坂本駅前第

二自転車駐車場、坂本駅前自転車駐車

場の４か所は近くに夜間金庫がないた

め、その日の売上高を担当者が自宅に

持ち帰り、次の出勤日に持参し、銀行

に入金していた。また、各駐輪場で

は、業務日誌の締作業後に発生した売

上金額を自宅に持ち帰り、次の出勤日

各事務所に金庫を設置し、業務

担当者が現金を外部に持ち出すこ

とがないよう取り組みました。 

今後、モニタリングの実施につ

いても検討します。 

地域交通政策

課 



 

6 

監査結果又は意見の概要 講じた措置の内容 担当課 

に持参するということが容認されてい

た。また、所管課でも当該事情を把握

しており、公金の自宅への持ち帰りを

黙認していた。 

上記運用では公金を自宅に持ち帰っ

てしまっており、公金の管理として適

切ではないため、各事務所に金庫を設

置し外部に持ち出さないように徹底す

るなど、適切な管理を行う必要があ

る。また、問題の発生を未然に防ぐた

めに、所管課はモニタリングを適切に

行うべきである。 
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２．委託業務 

（３）市民部 

②大津市コールセンター運営業務 

監査結果又は意見の概要 講じた措置の内容 担当課 

（ア）多言語通訳サービスの再委託 

(ⅱ)多言語通訳サービスの見直しにつ

いて 

【意見】報告書 168 頁 

 市が委託業者に支払っている委託料

のうち、多言語通訳サービスの再委託

金額として支払っている金額は年間

1,433,556 円であるが、多言語通訳サ

ービスの利用回数が少ないため、結果

的に多言語通訳サービス利用回数１件

当たりの単価は、いずれの年度も 10

万円を超えるような高額なものとなっ

ている。 

市は利用回数等を踏まえた上で、多

言語通訳サービスの必要性を検討し、

必要と認められる場合にも、その利用

回数等を踏まえた上で委託料を見直す

必要がある。 

多言語通訳サービスについて

は、利用件数は少ないものの実績

は認められ、必要な行政サービス

と考えます。 

当該サービスに係る委託料につ

いては、利用状況等を受託業者と

協議し、経費抑制に係る見直しを

進め、令和 2 年度の契約更新時の

仕様に反映できるよう検討しま

す。 

自治協働課市

民相談室 
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（４）福祉子ども部 

①平成 28 年度生活困窮者自立支援に伴う業務 

監査結果又は意見の概要 講じた措置の内容 担当課 

（ア）随意契約先の検討について 

【意見】報告書 172 頁 

 市は随意契約理由として、現在の委

託先である大津市社会福祉協議会が事

業目的を全うできる唯一の法人である

とし、その根拠条文として地方自治法

施行令１６７条の２第１項第２号を挙

げているが、事業目的を全うできる事

業体は他にないのか、などの随意契約

を締結する上での検討が不十分である

と考えられる。 

唯一の事業者であると判断するので

あれば、たとえば公募型のプロポーザ

ル方式にて広く参加者を募ることでよ

り事業目的に適した事業体を探すな

ど、様々な角度から検討した上で唯一

と判断すべきである。 

 大津市社会福祉協議会は本市の

地域福祉の中核を担う団体であ

り、本業務を行うことができる唯

一の法人として、他都市の状況も

参考に随意契約を行っています。 

 今後、より事業目的に適した事

業者を募るため、公募型プロポー

ザルの実施も視野に入れて検討し

ていきます。 

福祉政策課 
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（８）未来まちづくり部 

③平成 28 年度明日都浜大津周辺清掃業務委託 

監査結果又は意見の概要 講じた措置の概要 担当課 

（ア）契約方法について 

【意見】報告書 194 頁 

 平成９年度から平成 28 年度までの

19 年という長年の間、同一の業者と随

意契約の方法により契約されており、

その間、他社から見積書の徴取も行わ

れていない。 

業務内容は通常の施設清掃業務であ

り、他の清掃業者によっても実施可能

であると考えられる。 

競争原理の観点から、競争入札を実

施することが必要である。 

 見積徴取による金額比較も行い

ましたが、当該業務の清掃箇所が

建物と一体化しているほか、当該

建物に係る機械設備への緊急的な

対応など、本業務の遂行には施設

の特殊性を勘案する必要がありま

す。合理的かつ効率的に業務を遂

行するため、本業務の契約方法は

随意契約が妥当と判断していま

す。 

道路・河川管

理課 

（イ）長期継続契約の検討について 

【意見】報告書 194 頁 

 委託契約は、毎年単年度契約となっ

ている。毎年度随意契約をする場合、

契約手続に時間と手間がかかり、それ

なりの人件費がかかる。また、単年度

契約よりも長期継続契約の方が、全体

的に契約金額が低くなる可能性もあ

る。 

長期継続契約を実施することについ

て今まで協議や議論はしていないとの

ことなので、長期継続契約の要否につ

いて、一度議論されたい。 

令和３年度から長期継続契約に

より実施できるよう取り組みま

す。 

道路・河川管

理課 

 

 

 

 

 

 

 

 


